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支支援援候候補補者者のの公公約約  

【１】 学歴詐称で不祥事続き、政策立案外

部業者丸投げ、老人福祉切り捨政策を

提唱する、食事券配布で当選した現職

市長のデタラメ市政とは決別致します。 

【２】 地名や建物などの命名権売却や市保

有不動産の証券化による新財源を発掘

し、活用致します。 

【３】 新駅や鉄道を建設致します。

 

【４】 国道１号線の市内交差点を立体交差

化し、交通渋滞を解消致します。 

 

【５】 年齢制限を撤廃し、経験者を市職員に

正式採用、不祥事防止と新規施策のた

めに活用致します。副市長や教育委員な

ど特別職は公募により採用致します。 

【６】 給食費や保育料の半額化、医療を満

足に受けられない老人や慢性疾患患者

の救済、中高一貫校の設置など教育、

医療、福祉の充実に取り組みます。 

【７】 国民健康保険料が支払えなくなっても保険

証を取り上げることは致しません。 

【８】 新規事業は利便性向上、雇用創出、

不動産価格上昇など経済の活性化をも

たらし、自殺者や犯罪を減少させ、出生率を

増加させます。安心して暮らせる将来に展望

が持てる茅ヶ崎を作ります。 

現現在在のの市市長長はは学学歴歴詐詐称称  

現在の市長が初めて有権者に出した、昭和６２年４月の

市議立候補の際の選挙公報には、「松林中、鶴嶺高、東

海大を経て・・・清風学舎運営」とあります。これを普通に

読んだら、これら全ての学校、大学を卒業していると思わ

させられることになると思います。直近の茅ヶ崎市長選挙

立候補の際の選挙公報には、「東海大学入学」との記述

があり、入学後、卒業したのか、在学中なのか、退学した

のか、全く記述がありません。ところが、県議立候補以来、

新聞には、多くの場合、東海大学中退との記述があります。

そうだとしたら、選挙公報という投票を得させる目的で候

補者が作成する文書に彼自身が学歴を偽ってきたことに

なります。このような行為が、公職選挙法第２３５条に抵触

する違法行為であることはいうまでもありません。 

現現在在のの市市政政のの度度重重ななるる不不祥祥事事  

現在の市長が、有権者をごまかしながら市政を運営しよ

うとしてきた結果が、市長の指導力低下を招き、それが恒

常的な不祥事発生につながっています。マスコミで取り上

げられた事件だけでも、前回の２００３年４月の市長選挙直

後に発覚した市長選挙直前に市内レストラン「なんどき牧

場」のお食事券を有権者へ配布した事件、２００４年３月２

５日発生の市環境部職員による小学生暴行事件、２００４

年５月１１日に発生した市立小学校職員の暴力的不良行



為事件、２００４年５月２４日に発覚した市広報広聴課によ

るインターネット個人情報流出事件、２００４年８月１２日に

発生した市立中学校職員による交通死亡事故、２００５年

３月に議会の議決を得ずに市が用地取得した事件、２００

５年３月８日発生の市立病院食中毒事件、２００５年５月３０

日発生の市教委職員によるひき逃げ事件、２００５年１０月

２３日発表の失権者による参議院議員補欠選挙投票事件、

２００５年１２月２２日発表の国民健康保険料を間違えて市

民に送付した事件、２００６年２月１１日に市総務部主幹に

よるチョコレート万引き事件、２００６年３月に発覚した市都

市部職員の長期間公用車無免許運転事件、２００６年４月

１９日発表の市総務部職員の無断欠勤事件、２００６年１１

月２日に発覚した日本画家中尾誠氏の大型絵画十数点

を南湖公民館職員が廃棄処分した事件、などなど枚挙に

いとまがありません。さらに現在の市長は政策立案を外部

業者に委託しているようで、緊急不可欠な課題が市政に

反映されず、市内で自殺しようとして救急車で搬送される

件数は上昇し、個人商店はどんどん潰れ、出生率は低下、

犯罪は減少せず、交通渋滞は悪化の一途をたどっていま

す。 

現在の市長の老人福祉削減宣言 

２００７年４月７日「市民と市長の対話集会をすすめる会」

（事務局長：和久晴雄元茅ヶ崎市議）主催の「市長候補者の

政策を聞く」の席上、現在の市長は、「老人福祉は今後削減

する。」という趣旨の発言をされていました。「茅ヶ崎市政か

らドラエモンを追い出す市民の会」が支援する候補者は、

国の発展にこれまで貢献されてきた高齢者の皆様が、老後

の生活を安心して過ごせるようにすることが、行政の使命で

あると考えており、老人福祉を削減ではなく、拡充致します。 

政政治治的的立立場場 

現在の日本の政党は煎じ詰めれば、自民党から共産党ま

で緊縮財政を主張しているだけで、一般庶民が豊かになる

政策である、積極財政を主張していないことに注目すべきで

す。自民党も共産党も国や地方公共団体の歳出を削減すべ

きだという点では実は一致しています。たとえば、自民党は

公務員の数や医療や福祉予算を、共産党は防衛費や公共

事業を削減すべきだと主張しています。冷静に考えてみれ

ばすぐにわかることですが、いずれの政策が実行されても、

削減に該当するところは、金銭的に貧しくなることだけは間違

いありません。公務員や公共事業をやり玉に挙げるのは簡単

ですが、そこで真面目にこつこつと働いている人々の生活が

あることを忘れてはなりません。日本に欠けているものは、国

際的に通用する思想家だと常日頃思っていますが、日本の

政党は今や思想だけでなく、政策的にも国民に選択肢を与

えることができない、単なる選挙屋に成り下がってしまってい

ます。「茅ヶ崎市政からドラエモンを追い出す市民の会」が

支援する候補者は積極財政こそが茅ヶ崎を救い、日本を救う

と考えています。都知事選で石原氏が３選を果たせたのは、

オリンピック招致という積極財政政策を都民が望んでいるか

らかもしれません。ところで、なぜ、政党やプロの政治家が同

じような政策ばかりを提唱するかといえば、世論調査会社や

コンサルタント会社に金を払って一番選挙で勝ちそうな政策

を教えてもらい、それを使っているからなのです。  

財源構想 

財政赤字も見方を変えれば、税金を庶民からあまり巻き上

げないで、庶民が高利貸しから借金をして生活せざるを得な

い状況にならないようにするため、公的看板を使って国や地

方公共団体が低利で借金をし、一般庶民のために使ってい

ると言えなくもありません。だから国や地方公共団体がどんど

ん借金をすべきなどと言うつもりはありませんが。税収以外に

財源がないと、市が何か新しいことをやろうとしても増税か借

金に頼ることになりますが、茅ヶ崎の知名度やブランド力を生

かして、市内の道路や公共施設の命名権を期間限定で売却

することで、年間、何千億円の税外収入も夢ではありません。

また、市が保有する不動産の権利を証券化、不動産投資信

託（ＲＥＩＴ）として小口化し、一般投資家に売却することで多

額の資金を得ることが可能です。もちろん売却後も市は現状

のまま不動産を利用できます。このような手法は日経新聞の

熱心な愛読者であれば、架空の夢物語ではなく、現実に実

行可能な方法であることに気がつかれるはずです。  

あなたを豊かにする政策 

「茅ヶ崎市政からドラエモンを追い出す市民の会」が支

援する候補者は、かねてから茅ヶ崎市内に新駅を建設し、

相模線を複線化し東京まで直通運転させ、相鉄いずみ野線

を延伸させてくるべきだと提唱しています。このことは、支援

候補者が市長に当選した瞬間から、茅ヶ崎市の不動産価格

が急上昇することを意味します。これから便利になり、発展す

る場所を不動産業者が見逃すはずがありません。大規模な

交通網整備が行われれば、仕事は増加し、それに伴う経済

的波及効果は計り知れないものがあります。個人の資産や収

入が増加することによって、犯罪は確実に減少し、福祉を必

要とする方々の数は減り、税収は必ず増加するものです。現

在、茅ヶ崎市は様々な部門の民間委託を進め、常勤職員の

数を減らそうとしています。しかし、どうせ支出しなければなら

ない仕事があるのなら、民間委託で働く不安定な雇用者を

増やすより、市の常勤職員を増やした方が、確実に消費が伸

びるはずです。２００１年９月１１日発生の米国ニューヨークで

の大規模テロ事件以降、米国では、それまで日雇いに近い

雇用者が多かった空港でのセキュリティチェックで働く方々

全員を米国連邦政府の常勤国家公務員として採用したので

す。この英断によって、現在の米国の景気の回復、個人消費

の堅調さが生じていることを客観的事実として受け入れるべ

きです。雇用の安定をはかり、将来に展望が持てるような世

の中にすることが、政治家の仕事であり、そのため茅ヶ崎市

では年齢制限を撤廃し経験者を正規職員として採用し、新

規事業や不祥事防止のため活躍していただきます。 


